
30年度 29年度 増減（％）

町 税 11億3,608万円 11億3,468万円 0.1

繰 入 金 3億3,096万円 1億9,959万円 65.8

繰 越 金 1億円 1億円 0.0

使用料及び手数料 4,812万円 4,607万円 4.5

そ の 他 1億3,055万円 6,509万円 100.6

小　　計 17億4,571万円 15億4,543万円 13.0

地 方 交 付 税 7億2,700万円 7億5,700万円 ▲4.0

町 債 2億8,426万円 3億725万円 ▲7.5

国 庫 支 出 金 2億6,440万円 2億8,120万円 ▲6.0

県 支 出 金 2億6,194万円 2億8,257万円 ▲7.3

地方消費税交付金 1億2,600万円 1億4,063万円 ▲10.4

地 方 譲 与 税 3,770万円 3,700万円 1.9

そ の 他 2,418万円 2,092万円 15.6

小　　計 17億2,548万円 18億2,657万円 ▲5.5

合　　計 34億7,119万円 33億7,200万円 2.9

30年度 29年度 増減（％）

11億614万円 11億2,754万円 ▲3.9

5億8,651万円 5億4,244万円 8.1

5億5,155万円 5億484万円 9.3

3億8,457万円 3億2,844万円 17.1

2億3,436万円 2億4,251万円 ▲3.4

2億2,891万円 2億1,420万円 6.9

2億331万円 2億3,201万円 ▲12.4

1億488万円 1億881万円 ▲3.6

5,617万円 5,634万円 ▲0.3

979万円 987万円 ▲0.8

500万円 500万円 0.0

34億7,119万円 33億7,200万円 2.9

衛 生 費

商 工 費

自
主
財
源

区　分

依
存
財
源

　民生費では、地域福祉の推進、福祉バスの運行、福祉医療費、保育措置費、介護保険や国民健康保険特別会計への繰出金な
どを計上しています。平成30年度では保育所の改修工事への補助金やデマンドタクシーの運行経費などを計上しています。
　教育費では、幼稚園や小中学校に関する経費、中央公民館の運営経費、青少年の育成経費、社会体育にかかる経費、町民ふ
れあいプールの管理経費などを計上しています。平成30年度はスポーツドームのトイレ改修工事が大きな事業となっていま
す。
　総務費では役場全体の管理費や人件費、定住自立圏推進事業費、税金などの徴収費、戸籍や住民登録にかかる経費などを計
上しています。平成30年度は、ふるさと納税にかかる事業に力を入れています。
　土木費では町道の改良工事等や河川管理費、建築物の耐震化助成費用などを計上しています。
　衛生費では、健康促進や医療・保健などの経費、ごみ処理・環境保全・公害対策などの経費を計上しています。
　消防費では、消防団の活動経費や災害対策経費などを計上しています。平成28年度から3年計画で防災行政無線戸別受信機の
更新を行っており、平成30年度で完了予定です。
　その他、公債費や農林水産業費、議会費などを計上し、一般会計の歳出総額は歳入同様の34億7,119万円となっています。

区　分

　町税は歳入全体の32.7％を占めており、固定資産税の償却資産が増額する見込みに対してたばこ税が健康志向等による売上
本数の減少を見込んでの減額となり、町税総額としては昨年度並みの予算となりました。
　繰入金は3億3,096万円を計上し、そのうち2億8,711万円が財政調整基金繰入金となっています。
　地方交付税は7億2,700万円を計上し、内訳は普通交付税が6億4,000万円、定住自立圏推進事業や防災行政無線戸別受信機更
新費用への措置を見込んだ特別交付税が8,700万円となっています。
　町債については臨時財政対策債1億4,518万円、道路工事等の財源とする地方道路等整備事業債7,074万円、スポーツドームの
トイレ改修工事費などに対する公共施設等適正管理推進事業債5,234万円、子育て環境整備事業に対する社会福祉施設整備事業
債1,600万円で、合わせて2億8,426万円を計上しました。
　その他、各事業に充てる国庫支出金、県支出金などを計上し、一般会計の歳入総額は34億7,119万円となりました。
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一般会計当初予算額   
※１万円未満四捨五入 
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（1,856万円）
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（5,003万円）
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平成30年度 平成29年度 増減率(％)

　国民健康保険 9億5,000万円 11億円 ▲13.6

　後期高齢者医療 8,580万円 7,000万円 22.6

　介護保険 5億8,570万円 6億5,300万円 ▲10.3

　農業集落排水事業 5,320万円 5,450万円 ▲2.4

　公共下水道事業 1億9,840万円 1億8,300万円 8.4

　上水道事業 2億7,842万円 2億6,856万円 3.7

※詳細については、町ホームページ『町の家計簿』でも閲覧できます

役場　総務課　　TEL66-2401（内線324）

平成３０年度一般会計予算の新規事業などを紹介！ 

特 別 会 計 ・ 企 業 会 計 当 初 予 算 


